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はじめに 

 ネット選挙という言葉は通常二つを意味する。 

①投票行為にインターネットを用いること。 

②選挙運動にインターネットを用いること。 

 私達は今回の研究で、後者の選挙運動にインターネットを用いる『ネット選挙運動』を扱
う。 
 

 昨今の日本ではインターネット普及率は75％を越え、情報収集やコミュニケーションな
どの様々な目的の手段として非常に重要な役割を担っている。しかし選挙に際して投票
を決める重要な要素である候補者の主張や人となりを伝える手段が街頭演説やポス
ターなどに限定されている。 

 そこで私たちは現行の選挙運動に加えてインターネットを利用することの利点と課題を
考察し、現在の日本の選挙運動やネットと政治の関わりなどの研究を通してネット選挙
の有効性を示していきたい。 
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出典 平成17年度西宮市民意識調査 
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選挙にあまり関心がないから 

適当な候補者も政党もないから 

政策や候補者の人物などについて
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2,143人からの調査で選挙に『だいたい行く』『行ったり行かなかったり』『ほとんど行ったことがない』の合計５７．２％(1225人)からの調査 
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1. 政治活動と選挙運動 
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1. 政治活動と選挙運動 
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政治上の目的をもって行
われる一切の活動 

政治活動 選挙運動 

選挙期間中に行われる 
特定の候補者の当選又は当選
させないことを目的として 

行われる活動 

公示日から投票日の前日 
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2. ネット選挙運動とは 
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2. ネット選挙運動とは 

 
インターネット上のホームページやSNS、Twitter、動画共有サ
イトなどを利用して行う選挙運動である。 
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http://www.youtube.com/user/dpjchannel
https://twitter.com/renho_sha
http://ameblo.jp/koizumi-shinjiro


3. 諸外国におけるネット利用 
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3. 諸外国におけるネット利用 
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各国でたくさんの政党や政治家が
HP・ブログ・SNS・Twitterを利用し
ている 



3-1. アメリカにおけるネット選挙 

• 1992年 

      民主党大統領候補予備選挙でブラウン候補が電子メールを使用 

• 1996年 

      大統領選挙から選挙運動におけるネット利用が活発化、HPの開設     

      や演説動画の配信などが行われる 

• 2000年 

      大統領選挙資金集めにネットの活用を認める 

• 2004年 

      ディーン候補がネット選挙運動で注目を集める 

• 2008年 

      大統領選挙においてtwitterやネット献金、HPをうまく活用したオバ 

      マ氏が当選 
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出典 Pew Internet ”The Internet and 

the 2008 Election” 
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3-1. アメリカにおけるネット選挙 



3-2. 韓国におけるネット選挙 

• 1994年 

      国会議員補欠選挙において無所属のハン・ジョムス候補がポータ  

      ルサイトにおいて開設 

• 1997年 

      公職選挙法の規定に「PC通信を利用した選挙運動」が規定された 

• 2000年 

      中央選挙管理委員会の公式ホームページ上で有権者が候補者の 

      情報を確認できるようになる 

• 2002年 

      盧武鉉候補がインターネット生放送に出演しようとしたところ、中央  

      選挙管理委員会に阻止される 

• 2004年 

      インターネットによる選挙運動規定を含む公職選挙法改正案を可決 
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3-2. 韓国におけるネット選挙 

• HPを開設し選挙を行える 
 

• HP,掲示板,チャット,電子メールを利用できる 
 

• ネットを通じた選挙広告は選挙管理委員会に詳細を申告する 
 

• 候補者に対する支持不支持の意見を掲載する場合実名を確認す
る 
 

• ネットを通じた誹謗中傷、虚偽の流布の禁止 
 

• 特定候補の応援サイトの禁止 
 

• ツイッターOK 
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4. 日本のネット選挙運動の
実情 
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4. 日本のネット選挙運動の実情 
4-1.規制 

公職選挙法(第百四十六条1・2項)において選挙運動の方法は規制さ
れている。 
 
  
  
 
 
 
 

 

文書図画：通常葉書またはビラのみ許可されている。 
       それ以外のあらゆる文字や象形などが規制の対象となる。 
       HPや電子メールも文字や象形であるので規制の対象。 
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許されているもの 

印刷物等の文書図画によるもの 
 

演説等の言論によるもの 



4.日本のネット選挙運動の実情 
4-2.過去の公職選挙法改正への動き 

1998年 民主党がネット選挙運動の解禁を盛り込んだ 

公職選挙法改正案を提出。 

同様の法案を2001年,2004年,2006年も提出するが全て廃案。 
 142回国会提出の改正案（1998年）-145回国会まで継続審議の後、審議未了で廃案 

 151回国会提出の改正案（2001年）‐157回国会まで継続審議の後、審議未了で廃案 

 159回国会提出の改正案（2004年）‐162回国会まで審議継続の後、審議未了で廃案 

 164回国会提出の改正案（2006年）‐171回国会まで審議継続の後、審議未了で廃案 
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審議未了、つまり他の法案を優先審議していたため審議されることなく
議会が閉会したということである。 



4.日本のネット選挙運動の実情 
4-2.過去の公職選挙法改正への動き 

2002年  

   総務省「IT時代の選挙運動に関する研究会」がHPを中 

  心とした選挙運動のネット利用の解禁を求める。 

 

 

2010年6月 

   与野党協議会で選挙活動におけるネット利用の解禁を 

  合意。 
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4.日本のネット選挙運動の実情 
4-2.過去の公職選挙法改正への動き 

• IT時代の選挙運動に関する研究会 

• 現行の選挙運動規制は維持しつつ、インターネットによる活動
も可能とする。 

• インターネットによる選挙運動についてはHPに限定する 

• 全ての選挙に適用。量的制限は設けない。 

• HP上のなりすましや誹謗中傷等の対策としては、HP開設者
に電子メールアドレスの表示を義務付ける等の措置を講じる
こととする。 

• 選挙管理委員会において候補者及び政党のホームページア
ドレスの周知を図るなど利用の便宜性に努める。 
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4.日本のネット選挙運動の実情 
4-2.過去の公職選挙法改正への動き(2) 

2010年度改正法案内容 
 民主党：公職選挙法第１４２条（文書図画の頒布）の関連条項を 
      改正し、インターネットのホームページを選挙運動にお 
      ける制限文書とはみなさない規定を設ける。 
 自民党：HP・ブログの更新、事前に希望した人に限って電子メー 
      ルを送信、簡易投稿サイト「ツイッター」への書き込み 
      も認める。 
 
与野党協議：(1)政党や候補者の演説会の映像を流す 
           (2)秘書らにホームページの開設や更新を代行させる 
           (3)簡易投稿サイト「ツイッター」を利用することな 
              どは、自粛 
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首相の辞任により流れる 



4.日本のネット選挙運動の実情 
4-3.事実上の解禁？ 
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HP更新 
Twitter更新 

自らの活動内容・予定 
他候補者の活動予定 
音声データのURL 

2010年7月参議院議員選挙 



4.日本のネット選挙運動の実情 
4-4.総務省による見解はグレーゾーン 

HP更新 
 政党側：選挙期間中に行われている事を、政治活動として更新。 

 

 総務省：「頒布に当たる可能性がある」 

       「候補者への投票を呼びかける更新は法に抵触するが、 

         通常の政治活動の範囲なら直ちに抵触しない」 

       「選挙活動と政治活動の線引きは明確ではなく、直ちに違法とは言えない」 

 

Twitter更新 
  立候補者陣営は「音声は公職選挙法が禁じている文書図画の頒布にはあたらない。総務省と
顧問弁護士にも確認した。」と説明する。 
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5.ネット選挙運動の可能性 
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5‐1.懸念される問題 

• 悪意のある「なりすまし」や「虚偽」 

 

• デジタルデバイド(情報格差) 

 

• 情報の維持管理にかかるコスト 

 

• 候補者の不用意な発言等による炎上 
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5-2.ネット選挙運動の可能性 
日本における世論調査 

-選挙運動におけるインターネット利用解禁がもたらす効用- 
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出典 ライフネット生命“オバマ大統領に関する調査”  

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ブログやメールマガジンで候補者の活動内容がわかる 

動画で候補者の討論会や演説の様子を見られる 

候補者や政党が政策の比較情報を積極的に開示するようになる 

選挙にかかわる費用の低減をもたらす 

候補者や政党の過去の公約の参照や実績の評価が容易になる 

政治への関心が高まる 

候補者や政党がマニフェストを積極的に作成発信するようになる 

投票率がアップする 

候補者のブログに応援や反対のコメントを入れられる 

候補者や政党を自分のブログで紹介したりSNSで意見交換できる 

政治を志す人が増える 

とくにあてはまるものはない 



6.今後の展望 
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6.今後の展望 

 日本において近い将来、選挙におけるインターネット利用が
解禁されることは間違いないであろう。それはこれまでの経緯
からすれば、選挙運動の幅を副次的に重要なものとして拡げる
ものとなっていくだろう。 
 

  その影響力は大きなものであり候補者、有権者の両者に利
益をもたらす反面、情報量の増加によって有権者自身の判断
能力と責任がより強く問われることだろう。 
 

 以上の点から、政策や候補者に関する情報の質と量の向上
を目的にネット選挙運動の合法化を推進するべきだと考える。 
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